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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 連結売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第42期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用している。 

３ 潜在株式調整後１株当り当期純利益については、第44期より潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 33,498 36,637 36,941 39,866 41,538

経常利益 (百万円) 1,837 1,997 1,962 2,486 1,459

当期純利益 (百万円) 1,004 846 1,199 1,817 1,034

純資産額 (百万円) 23,050 22,932 23,379 24,826 26,007

総資産額 (百万円) 33,290 35,363 33,342 36,213 37,365

１株当り純資産額 (円) 709.89 705.79 720.85 765.88 802.78

１株当り当期純利益 (円) 30.94 24.87 36.84 55.89 31.75

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 

(円) 29.92 24.08 36.28 ― ―

自己資本比率 (％) 69.2 64.8 70.1 68.6 69.6

自己資本利益率 (％) 4.4 3.7 5.2 7.5 4.1

株価収益率 (倍) 17.5 22.6 20.4 14.4 24.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,348 4,471 △107 4,280 3,330

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,480 △4,268 △836 △4,020 △4,012

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △454 △281 △1,533 △477 △406

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 5,737 5,651 3,146 2,954 1,936

従業員数 (人) 1,217 1,219 1,243 1,330 1,408



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第42期の１株当り中間配当額８円50銭は、創業50周年記念配当２円を含んでいる。 

３ 第42期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用している。 

４ 潜在株式調整後１株当り当期純利益については、第44期より潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 26,772 29,975 31,027 33,680 34,980

経常利益 (百万円) 1,467 1,734 1,493 1,745 982

当期純利益 (百万円) 838 937 839 1,189 750

資本金 
(発行済株式総数) 

(百万円) 
(株) 

4,433 
(32,472,582)

4,433
(32,472,582)

4,434
(32,473,696)

4,434 
(32,473,696)

4,434
(32,473,696)

純資産額 (百万円) 21,023 21,387 21,844 22,628 22,902

総資産額 (百万円) 29,147 31,297 29,656 32,118 32,080

１株当り純資産額 (円) 647.47 658.44 673.65 698.22 707.12

１株当り配当額 
(１株当り中間配当額) 

(円) 
13.00 
(7.00)

15.00
(8.50)

13.00
(6.50)

13.00 
(6.50)

13.00
(6.50)

１株当り当期純利益 (円) 25.84 27.96 25.87 36.70 23.16

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 

(円) 25.00 27.06 25.52 ― ―

自己資本比率 (％) 72.1 68.3 73.7 70.5 71.4

自己資本利益率 (％) 4.0 4.4 3.9 5.4 3.3

株価収益率 (倍) 20.9 20.1 29.1 22.0 34.2

配当性向 (％) 50.3 53.6 50.3 35.4 56.1

従業員数 (人) 776 727 763 793 828



２ 【沿革】 

日立粉末冶金㈱(本店 千葉県松戸市、実質上の存続会社)は昭和48年10月１日を合併期日として休業中の日立粉末

冶金㈱(旧称 同盟印刷㈱、本店 東京都千代田区)に形式上吸収合併されている。従って以下特に記載のない限り、

実質上の存続会社に関して記載している。 

  

  

年月 沿革

昭和43年８月 日立化成工業㈱より分離設立。資本金２億円。本店を千葉県松戸市とする。 

昭和43年９月 販売体制強化のため、粉末冶金製品販売の子会社関東商事㈱を設立。 

昭和43年10月 日立化成工業㈱から粉末冶金製品、コロイド黒鉛、ドライパウダ等の製造販売の事業を譲受け、

営業を開始。東京事務所及び東京営業所を設置。 

昭和44年４月 日本鉱業㈱(現 新日鉱ホールディングス㈱)の子会社日本含油合金㈱と合併。赤羽工場、大阪営

業所、名古屋営業所及び浜松出張所(現浜松営業所)を設置。 

昭和45年２月 粉末冶金ヘリカルギヤの製造販売開始。 

昭和45年10月 効率化をはかるため赤羽工場を松戸工場(現松戸事業所)に集約。 

昭和46年９月 カラーテレビブラウン管ブラックマトリックス用黒鉛塗料の製造販売開始。 

昭和47年２月 粉末冶金低公害用エンジン部品量産開始。 

昭和48年３月 当社の遊休土地の有効活用並びに関連業務の営業を目的とする子会社ミノリ商事㈱(現㈱エムイ

ーシー)を設立。 

昭和48年10月 １株当りの額面金額を500円から50円に変更するための合併を行う。 

昭和49年２月 焼結転造歯車の量産開始。 

昭和51年２月 茨城営業所(現茨城出張所)を設置。 

昭和53年７月 米国向インクリボン輸出開始。 

昭和54年３月 海外進出拠点としてシンガポールに子会社 Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte. Ltd.を設

立。 

昭和60年９月 業容拡大に対応するため、東京事務所及び東京営業所を東京都千代田区外神田三丁目秋葉原三和

東洋ビルに移転。 

昭和60年10月 千葉県香取郡多古町に香取分工場(現香取事業所)を建設、稼動開始。 

昭和62年１月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

昭和62年10月 米国に子会社 Sintering Technologies,Inc.を設立。 

平成７年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成９年４月 Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte. Ltd.が Thai Sintered Products Co.,Ltd.に資本参

加。 

平成11年10月 日産自動車㈱横浜工場の粉末冶金製品製造部門の営業を譲受け、当社横浜工場(横浜製造部に名

称変更後平成14年２月に組織上は香取事業所に移管)として発足。 

平成14年12月 効率化をはかるため旧横浜製造部を香取事業所に集約。 

平成16年６月 中国に子会社日立粉末冶金(東莞)有限公司を設立。 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、親会社２社、子会社５社及び関連会社４社で構成され、粉末冶

金製品及び化成品の製造販売を主な内容として、更に各事業に関連する配送業務等の事業活動を展開している。 

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりである。なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １(1)連結財務

諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一である。 

当社の製品の一部は、親会社㈱日立製作所に販売されているほか、連結子会社関東商事㈱を通じて販売している。

当社の製品の配送業務は連結子会社㈱エムイーシーに委託している。 

関連会社 Thai Sintered Products Co.,Ltd.は粉末冶金製品の製造販売を、Siam HPM Co.,Ltd.及びBleistahl-STI 

North America,Inc.は粉末冶金製品の販売を、三実精工㈱は粉末冶金製品の切削加工を主な事業内容としている。 

  

粉末冶金関係…… 当社が製造販売するほか、連結子会社  Hitachi  Powdered  Metals

(Singapore)Pte. Ltd.、 Sintering Technologies,Inc.及び日立粉末冶金

(東莞)有限公司においても製造販売している。 

化成品関係……… 当社が製造販売するほか、連結子会社日立粉末冶金(東莞)有限公司において

も製造販売している。 



以上を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 

  

事業の系統図 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

(1) 親会社 

  

(注) １ 議決権に対する被所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

２ 上記親会社はいずれも有価証券報告書提出会社である。 

  

(2) 連結子会社 

  

(注) １ 会社の名称欄※印は特定子会社に該当する。 

２ 売上高(連結子会社相互間の内部売上高を除く。)が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主な損益情報等」について

は、所在地別セグメント情報のうち北米地域の売上高に占める当該連結子会社(Sintering Technologies, Inc.)の売上高

(連結子会社相互間の内部売上高を含む。)の割合が90％を超えているため記載を省略している。 

  

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権に対する
被所有割合 
(％) 

関係内容 

㈱日立製作所 東京都千代田区 282,033
電 子、電 機、
機械器具の製
造及び販売 

53.3
(53.3)

日立化成工業㈱の親会社で
あり、当社の製品を購入し
ている。 
役員の兼任   なし 

日立化成工業㈱ 東京都新宿区 15,328
化学製品の製
造及び販売 53.3

営業上の取引はない。 
役員の兼任   ２名 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容 

議決権に対する
所有割合 
(％) 

関係内容 

関東商事㈱ 東京都千代田区 百万円
20 

粉 末 冶 金 製
品・化成品等
の販売 

100.0

当社が製造する製品の販売

を行っている。 
役員の兼任   ４名 
(うち当社従業員３名) 

※㈱エムイーシー 千葉県松戸市 百万円
10 

梱 包 発 送 業
務・粉末冶金
製品の加工及
び福利施設等
管理 

100.0

当社が委託している配送・

粉末冶金製品の加工業務及

び福利施設の管理を行って

いる。 
役員の兼任   ２名 
(うち当社従業員２名) 

※Hitachi Powdered  
Metals(Singapore) Pte. Ltd. 

シンガポール 
チュアス 

千S$
8,160 

粉末冶金製品
の製造及び販
売 

100.0

粉末冶金製品のシンガポー

ルにおける製造及び販売を

行っている。 
役員の兼任   ４名 
(うち当社従業員３名) 

※Sintering Technologies, 
Inc. 

米国 
インディアナ州 

千US$
17,500 

粉末冶金製品
の製造及び販
売 

100.0

粉末冶金製品の米国におけ

る製造及び販売を行ってい

る。 
役員の兼任   ４名 
(うち当社従業員３名) 

※日立粉末冶金(東莞)有限公司 中国東莞市 千元
78,627 

粉 末 冶 金 製
品・化成品の
製造及び販売 

100.0

粉末冶金製品・化成品の中

国における製造及び販売を

行っている。 
役員の兼任   ６名 
(うち当社従業員４名) 



(3) 持分法適用関連会社 

  

(注) １ 議決権に対する所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

２ 合弁契約により「意思決定機関」を実質的に支配していない。 

  

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容 

議決権に対する
所有割合 
(％) 

関係内容 

三実精工㈱ 
(注)１ 静岡県浜松市 百万円

40 
粉末冶金製品
の切削加工 

40.0
(40.0)

主として粉末冶金製品の切

削加工を委託している。 
役員の兼任   ２名 
(うち当社従業員２名) 

Thai Sintered Products  
Co., Ltd. 
(注)１ 

タイ 
チャチエンサオ 

千バーツ
305,000 

粉末冶金製品
の製造及び販
売 

49.0
(49.0)

主として設備の供給を行っ

ている。 
役員の兼任   ３名 
(うち当社従業員２名) 

Siam HPM Co., Ltd. 
(注)１ 

タイ 
バンコク 

千バーツ
5,500 

粉末冶金製品
の販売 

49.0
(49.0)

役員の兼任   ２名 
(うち当社従業員１名) 

Bleistahl-STI 
North America,Inc. 
(注)１，２ 

米国 
インディアナ州 

千US$
200 

粉末冶金製品
の販売 

51.0
(51.0)

役員の兼任   ２名 
(うち当社従業員２名) 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注)  従業員数は、就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員である。 

２ 平均年間給与(税込)は、基準外賃金及び賞与を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

① 組合名 

日立粉末冶金労働組合 

② 所属上部団体名 

日立グループ労働組合連合会及び日立化成関連労働組合連合会 

③ 組合員数 

760人(平成18年３月31日現在) 

④ その他 

争議等特記すべき事項は一切なく、労使関係は相互信頼により安定的に維持されている。 

なお、連結子会社には労働組合は結成されていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

粉末冶金関係 1,249 

化成品関係 109 

その他 4 

全社(共通) 46 

合計 1,408 

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

828 39.3 17.0 6,628,761



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我国経済は、原油、鉄鋼等の原材料の高騰、米国経済の見通しに対する不透明感の増大

等の懸念材料はあったものの、企業の収益増加を背景とする設備投資の拡大に伴い、雇用回復や所得増加による個

人消費の改善が進展するなど、景気は着実な回復を示しながら推移した。 

この間当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)においては、粉末冶金関係における一層の製造技術

力強化、生産性向上による原価低減策の推進並びに化成品関係における新製品の積極的な拡販活動等の収益向上策

を推進するとともに、顧客との連携強化による高付加価値新製品の早期市場投入、進展を見せるグローバル調達へ

の対応等、グループ全体としての高収益体制確立のための諸施策を推進した。この結果、当連結会計年度の売上高

は前年度比４％増に当る415億３千８百万円となったが、利益については、特に当社における粉末冶金関係での新製

品関係立上げ費用並びに急激な受注増加部品の特別輸送費等の発生と、化成品関係でのブラウン管用黒鉛塗料の需

要減等により、経常利益は前年度比41％減に当る14億５千９百万円、当期純利益は前年度比43％減に当る10億３千

４百万円となった。 

事業のセグメント別業績を見ると、 

粉末冶金関係 

当社における粉末冶金関係の状況については、機械部品においては、産業機械関係が前年度来の堅調を維持した

のに加え、ここ数年顕著な売上拡大を見せている環境関連自動車部品やカーエアコンの高機能部品等が引き続き順

調に推移したことにより、四輪車用を中心とする輸送機械関係が売上を伸ばすなど、全般的に堅調に推移した。軸

受においては、下半期に入り輸送機械関係が伸び悩みを見せたものの、事務機械用、建設機械用を中心とする産業

機械関係が大幅な売上増を達成したことにより、全体としても順調に推移した。また、Hitachi Powdered Metals

(Singapore)Pte.Ltd.では、輸送機械関係の小型機械部品の増加に伴い売上は順調に拡大した。Sintering 

Technologies,Inc.では、四輪車用部品等の輸送機械関係並びに汎用エンジン部品等の産業機械関係が順調に推移し

た。昨年４月に操業開始の日立粉末冶金(東莞)有限公司では、自動車用機械部品の生産が着実に増加している。こ

の結果、当事業の連結売上高は前年度比８％増に当る365億４千１百万円となったが、前述の当社の影響以外にも

Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte.Ltd.における材料費及びガス、電気等エネルギー費のアップ、Sintering 

Technologies,Inc.における材料費及び新製品立上げ費用増加等により、連結営業利益は前年度比35％減に当る７億

３千万円となった。 

化成品関係 

当社における化成品関係の状況については、まず化成品においては、新製品のリチウムイオン二次電池用負極材

料の売上拡大はあったものの、ブラウン管用黒鉛塗料の需要減退により、総じて低調のうちに推移した。リボンに

おいては、各種プリンタ用カートリッジリボンの市場縮小という厳しい事業環境に対応するための生産体制の合理

化等の諸施策展開により、前年度横這いの水準で推移した。組立品においては、駆動ユニットを中心とする各種ユ

ニット製品の売上増加により、全般的に堅調に推移した。また、日立粉末冶金(東莞)有限公司では、各種ユニット

製品に続き９月からブラウン管用黒鉛塗料の生産を開始した。この結果、当事業の連結売上高は前年度比17％減に

当たる45億４千８百万円、連結営業利益は前年度比54％減に当たる５億５千５百万円となった。 

所在地別業績を見ると、国内においては当社製品の売上増加により、売上高は前年度比２％増に当る346億１千８

百万円となったが、前述のような事態が当社で発生したことにより、営業利益は前年度比49％減に当る10億７千８

百万円となった。 

アジアにおいては、Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte.Ltd.の堅調並びに日立粉末冶金(東莞)有限公司の

業容拡大により、売上高は前年度比33％増に当る21億４千２百万円となったが、前述のような事態がHitachi 

Powdered Metals(Singapore)Pte.Ltd.で発生したことと、創業間もない日立粉末冶金(東莞)有限公司が損失を計上

したことにより、営業利益は前年度比33％減に当る９千１百万円となった。 



北米においては、Sintering Technologies,Inc.の売上が引き続き拡大したことにより、売上高は前年度比13％増

に当る47億７千７百万円となったが、前述のような理由により営業利益は前年度比22％減に当る１億２千万円とな

った。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ10億１千８百万円減少し、前連結会

計年度比34％減に当たる19億３千６百万円となった。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から９億５千万円減少し、33億３千万

円の収入となった。主な内訳は、税金等調整前当期純利益の減少９億６千８百万円、退職給付引当金の増加８億２

千１百万円、売上債権の減少20億１千万円、法人税等の支払額の増加５億６千７百万円である。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から８百万円増加し、40億１千２百万

円の支出となった。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出の増加４億４千６百万円、投資有価証券の売却に

よる収入の増加２億７百万円である。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から７千１百万円増加し、４億６百万

円の支出となった。主な内訳は、短期借入金の借入による収入の増加７千５百万円である。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりである。 

  

  

  平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率(％) 64.8 70.1 68.6 69.6

時価ベースの自己資本比率(％) 51.5 73.2 72.2 68.6

債務償還年数(年) 0.5 ― 0.2 0.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ 123.8 ― 104.9 65.3



(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／支払利息額 

１ いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出している。 

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出している。 

３ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用している。有利子負債は貸借対照表に計上されている社債、借

入金の合計額を対象としている。 

４ 平成16年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュフローがマイナ

スのため記載していない。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の生産、受注の状況においては、当社、Hitachi Powdered Metals(Singapore)

Pte. Ltd.、Sintering Technologies,Inc.及び日立粉末冶金(東莞)有限公司の４社が、粉末冶金関係、化成品関係の

両セグメントにおいて、その金額の大半を占めるため、その内容を記載している。 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を当社及び連結子会社３社の事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度の受注状況を当社及び連結子会社３社の事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

前年同期比(％) 

粉末冶金関係(百万円) 38,045 110 

化成品関係(百万円) 4,571 84 

合計(百万円) 42,617 106 

事業の種類別セグメント 
の名称 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

粉末冶金関係 37,933 108 4,069 101

化成品関係 4,656 87 433 108

合計 42,590 105 4,503 101



(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

次期の見通しについては、企業収益の向上に伴う設備投資の増加と、雇用環境の改善を背景とする個人消費の回復

による着実な景気拡大が期待されるが、米国景気の減速や為替動向等の懸念材料もあり、景気の先行きは楽観を許さ

ない状況にある。 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)としては、将来の基幹となる新製品の早期市場投入を推進す

るとともに、品質、納期、コストなどあらゆる面での改善による顧客満足度の向上、全ての部門における高効率化の

推進、グループ企業への人的、技術的支援強化による総合力向上等の諸施策を推進し、もって日立粉末冶金グループ

としての企業価値増大をはかる所存である。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

前年同期比(％) 

粉末冶金関係(百万円) 36,541 108 

化成品関係(百万円) 4,548 83 

その他(百万円) 448 76 

合計(百万円) 41,538 104 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

本田技研工業株式会社 4,043 10.1 3,595 8.7

日産自動車株式会社 3,207 8.0 2,891 7.0



４ 【事業等のリスク】 

当社グループは、世界各地において事業活動を行っており、また、事業を遂行するために高度で専門的な技術を利

用している。そのため、当社グループの事業活動は多岐にわたる要因の影響を受けるが、その主なものは次のとおり

である。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 経済の動向による影響について 

当社グループの主要な市場である国及び地域の経済環境の動向は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

ある。当社グループが事業活動を行っている日本、アジア及び北米等の市場において、景気後退により個人消費や

民間設備投資が減少した場合、当社グループが提供する製品需要の減少や価格競争の激化が進展する可能性があ

り、このような環境下において、当社グループは売上高や収益性を維持できる保証はない。 

(2) 為替相場の変動による影響について 

当社グループは、取引先及び取引地域が世界各地にわたっているため、為替相場の変動リスクにさらされている

資産及び負債を保有している。また、米ドルを始めとする現地通貨建ての製品の輸出及び原材料の輸入を行ってい

ることから、為替相場の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。米ドルを始めとする他の通貨

に対する円高は、国内から海外市場に輸出される製品の価格競争力を弱め、当社グループの経営成績に影響を及ぼ

す可能性がある。 

(3) 原材料価格の変動による影響について 

当社グループの製品は、鉄粉を原材料としているものが多く、その仕入価格は鉄鋼価格の変動の影響を受けるこ

とがある。需給関係の動向等が原材料価格の上昇を引き起こし、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性が

ある。 

(4) 急速な技術革新について 

当社グループの事業分野においては、新しい技術が急速に発展している。技術の開発に加えて、これを継続的

に、迅速かつ優れた費用効率で製品に適用することは、競争力を維持するために不可欠であり、このような製品を

生み出すためには、研究開発に対する多大な努力が必要となるが、当社グループの研究開発が常に成功する保証は

ない。当社グループの技術の開発又は製品への適用が予定どおり進展しなかった場合は、関連する当社グループの

事業に悪影響を及ぼす可能性がある。 

(5) 競争の激化について 

当社グループの事業分野においては、多様な競争相手が存在している。特に当社グループの主要製品である自動

車部品業界では、完成車メーカーのグローバル展開に対応する必要性からグローバル規模での部品供給体制の確立

が急務となっており、これが世界レベルでの企業間競争を激化させている。このような激しい競争の下で成功する

ためには、価格、技術、品質等の面において競争力を有する製品をタイムリーに市場に投入しなければならない

が、当社グループの提供する全ての製品についてこれが実現できる保証はなく、製品が競争力を維持できない場合

又は市場投入の時期が適切でない場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 原材料、部品及びサービスの供給者への依存について 

当社グループの生産活動は、第三者がタイムリーな方法により適切な品質及び量の原材料、部品及びサービスを

当社グループに供給する能力に依存している。供給者が他の顧客を有し、需要過剰の状況において当該供給者が全

ての顧客の要求を満たすための十分な能力を有しない可能性もあるため、当社グループは、原則として複数の供給

元を維持し、供給に関連する問題の発生を回避するため供給者と緊密な関係を築くよう努めているが、供給不足や

納入の遅延等の供給に関連する問題を完全に回避できる保証はなく、このような問題が発生した場合、当社グルー

プの事業に悪影響を及ぼす可能性がある。 

(7) 企業買収、合弁事業、戦略的提携について 

当社グループは、各事業分野において、新技術や新製品の開発及び競争力の強化のため、事業の合弁並びに戦略

的提携を実施している。このような施策は、事業遂行、技術、製品及び人事上の統合において時間と費用を要する



複雑な問題を含んでいるため、適切な計画の下で実行がなされない場合には、当社グループの事業に悪影響を及

ぼす可能性がある。事業提携の成功は、当社グループがコントロールできない提携先の決定や能力又は市場の動向

によって影響されるが、これらの施策に関連して、統合に関する費用や買収事業の再構築に関する費用等が当社グ

ループに発生する可能性がある。また、当社グループが買収事業の統合に成功し、もしくは当該施策を通じて当初

の目的の全部又は一部を達成することに成功する保証はない。 

(8) 事業再構築について 

当社グループは、経営の効率化と競争力の強化のため、不採算部門からの撤退、子会社の整理、製造拠点と販売

網の再編並びに人員の適正化等による事業の再構築を継続しているが、これらの施策に関連して、当社グループの

業績及び財政状態に悪影響を及ぼす費用が生じる可能性がある。各国政府の規制、雇用問題及びＭ＆Ａ市場におけ

る制約等によって、事業再構築の計画が適時に実行できない可能性もある。また、当社グループが事業再構築の実

施により、当初の目的の全部又は一部を達成できる保証はない。 

(9) 優秀な人材への依存について 

当社グループは、競争力を維持するためには、経営又は技術に関する能力に優れた人材を確保、採用することが

重要であると考えているが、このような優秀な人材は限られており、その確保に関する競争は激化しているため、

当社グループがこのような優秀な人材の確保、採用に成功する保証はない。 

(10)知的財産権について 

当社グループは、事業を遂行する上で、製品、製品のデザイン、製造過程等に関する知的財産権を利用してお

り、多数の知的財産権を保有するとともにライセンスの供与を行っている。また、必要又は有効と認める場合に

は、第三者の知的財産権を使用するために相手方からライセンスを取得するが、それらの権利の保護、維持、取得

が予定どおり行われなかった場合は、当社グループの事業遂行や競争力に悪影響を及ぼす可能性がある。また、知

的財産権に関する訴訟において当社グループが当事者となる可能性があり、その結果費用が発生し、当社グループ

の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がある。 

(11)製品の品質と責任について 

当社グループの製品は、高度な技術や複雑な技術を利用したものが増えており、また、原材料等を外部の供給者

から調達していることにより、品質保証へのコントロールは複雑化している。当社グループの製品に欠陥等の問題

が生じた場合には、当該問題から生じた損害について当社グループが責任を負うとともに、当社グループの製品品

質への信頼や業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

(12)情報システムについて 

当社グループの事業活動において、情報システムの利用とその重要性は増大しているため、天変地異や人為的な

原因によって情報システムの機能に支障が生じた場合、当社グループの事業活動、業績及び財政状態に悪影響を及

ぼす可能性がある。 

(13)海外活動について 

当社グループは、我国の他にアジア、米国等の国及び地域で生産及び販売を行っているが、これら海外市場では

政治的及び社会的リスクがあり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(14)公的規制について 

当社グループの事業活動は、当社グループが事業を行う各国の多様な規制に服する。このような規制には、投

資、貿易、競争、知的財産権、税、為替及び環境・リサイクルに関する規制を含んでおり、規制に関する重大な変

更は、当社グループの事業活動を制限し、もしくはコストを増加させ、当社グループの財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性がある。 

(15)環境問題について 

各種の物質を取扱う当社グループは、大気汚染防止法、水質汚濁防止法及び環境基本法等の環境法令を遵守して

いる。当社では、有害物質が社外に流出しないように万全の対策をとっているが、万一流出した場合には、社会的

信用の失墜、保証・対策費用の発生、生産停止等の事態が発生する。また、将来環境に対する規制が一層厳しくな



り、現行法令の改正又は新たな立法による規制により、有害物質を処理するための設備投資等に多額の費用が発

生することが考えられるが、これらの事態は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

る。 

(16)事故及び災害について 

火災・爆発等による事故並びに災害による損害を防止するため、当社では設備点検の実施、安全装置・消火設備

の充実をはかっているが、これらの施策にかかわらず、事故や災害による損害を防止できる保証はない。これらの

損害が発生した場合、生産能力低下による販売への影響、生産設備修復又は代替のための多額の費用発生が懸念さ

れるが、これらの事態は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(17)財務について 

当社グループは、株式等の有価証券を保有しており、これらの有価証券の価格の下落は、当社グループの財政状

態や業績に影響を及ぼす可能性がある。また、当社グループは、資本市場からの資金調達を行っており、金利の変

動や信用リスクによる影響を受ける可能性がある。 

(18)退職給付債務について 

当社グループは数理計算によって算出される多額の退職給付費用及び債務を負担しているが、この評価には、予

定死亡率、退職率、昇給率、割引率、年金資産の期待収益率等の重要な前提条件が含まれている。当社グループ

は、人員の状況、現在の市況及び将来の金利の動向等の多くの要素を考慮に入れて、主要な前提条件を見積る必要

があり、主要な前提条件の見積りは、基礎となる要素に基づき合理的であると考えているが、実際の結果と合致す

る保証はない。割引率の低下は、数理上の退職給付債務の増加をもたらし、従業員の平均残存勤務期間にわたって

償却される数理上の差異の額に影響する。主要な前提条件の変化は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性がある。 

(19)親会社との関係について 

当社は㈱日立製作所を中核とする日立グループに属しており、同社の子会社である日立化成工業㈱の子会社とし

て位置付けられる。両社は広範な事業活動を行っており、当社の事業活動はその一部に属しており、また、両社と

は技術協力、人的協力、製品供給等において密接な関係がある。このような事情から当社グループの事業展開等

は、両社の経営戦略等の影響を受ける可能性がある。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項なし。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発は、自動車を始めとする各市場での技術革新への対応と新規市場の開拓を目的として、機能及び価

格の両面で対応できる新製品の開発に積極的に取り組んでいる。 

研究開発体制は、技術開発センタ及び機能製品事業部開発部が中心となり、その他の開発部門との連携の下に推進

している。 

当連結会計年度における研究開発費は総額15億４千５百万円であり、事業の種類別セグメント別の研究開発の状況

は次のとおりである。 

粉末冶金関係：高強度焼結材料、高耐摩耗材料、軽量焼結材料、高精度・低摩擦部品ユニット、半導体用部材、エネ

ルギー関連部材及び各種新工法などに関する研究開発を行っている。 

当連結会計年度中に上市した新製品としては、従来使用していた鉛入り材料に対して、これを使用せ

ずかつ耐摩耗性に優れた軸流ファンモータ軸受EAB－５材、既に量産中の建設機械用ブッシュの高性能

化のために、低摩擦係数の二硫化モリブデン分散オイルを含浸したEK(新潤滑剤)、ガソリンエンジン

吸気用バルブシートの戦略材として、硬質粒子添加、硫化物を析出させ、従来材に比べ耐摩耗性、被

削性、生産性を向上させたEH－32材、既に量産中のコンプレッサメカニカルヒューズ部品に対し、高

性能化、特性安定性などを向上させたDLプーリハブ用改良13EPC－K２材、LPG車向けインジェクタ用磁

気部品として高磁束密度、高透磁率を有し、かつ気密性、耐食性の良好な鉄－クロム－珪素系焼結電

磁ステンレスSUE－２材、高面圧が要求されるVQエンジンのウォータポンプ用サイレントスプロケット

に転造製法を用いて歯面を高密度化したEHS－63材等があり、その研究開発費は11億７千３百万円であ

る。 

化成品関係：ブラウン管用塗料、電池用極剤、コンデンサ用炭素材料、新ディスプレイ用材料などに関する研究開発

を行っており、その研究開発費は３億７千２百万円である。 

また、子会社に対してはこれらの研究成果を積極的に開示し、それぞれの市場にマッチした製品の早期開発に努め

ている。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の当連結会計年度の経営成績は、粉末冶金関係では、機械

部品においては、産業機械関係が前年度来の堅調を維持したのに加え、ここ数年顕著な売上拡大を見せている環境

関連自動車部品やカーエアコンの高機能部品等が引き続き順調に推移したことにより、四輪車用を中心とする輸送

機械関係が売上を伸ばすなど、全般的に堅調に推移した。軸受においては、下半期に入り輸送機械関係が伸び悩み

を見せたものの、事務機械用、建設機械用を中心とする産業機械関係が大幅な売上増を達成したことにより、全体

としても順調に推移した。また、化成品関係では、まず化成品においては、新製品のリチウムイオン二次電池用負

極材料の売上拡大はあったものの、ブラウン管用黒鉛塗料の需要減退により、総じて低調のうちに推移した。リボ

ンにおいては、各種プリンタ用カートリッジリボンの市場縮小という厳しい事業環境に対応するための生産体制の

合理化等の諸施策展開により、前年度横這いの水準で推移した。組立品においては、駆動ユニットを中心とする各

種ユニット製品の売上増加により、全般的に堅調に推移した。この結果、当連結会計年度の売上高は前年度比４％

増に当る415億３千８百万円となったが、利益については、特に当社における粉末冶金関係での新製品関係立上げ費

用並びに急激な受注増加部品の特別輸送費等の発生と、化成品関係でのブラウン管用黒鉛塗料の需要減等により営

業利益は前年度比45％減に当る13億円、経常利益は前年度比41％減に当る14億５千９百万円、当期純利益は前年度

比43％減に当る10億３千４百万円となった。 

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の営む事業は、粉末冶金関係と化成品関係に大別される

が、このうち粉末冶金関係においては、主力の輸送機械関連部品において、主要顧客である自動車メーカーのグロ

ーバル展開に対応して、当社では米国、中国、東南アジアにおける資本進出、欧州、南米でのアライアンス展開等

の方策を講じているが、今後一層この傾向は強まるものと推定される。また、製品面においては、上記(1)の環境関

連部品等は今後とも伸長が見込まれるが、これと並行して製品特性等の顧客要求はますます高度化しており、一層

の製造技術向上が必要不可欠となってきている。 

化成品関係では、ブラウン管用黒鉛塗料におけるパソコン向けブラウン管の液晶等への移行やブラウン管の低価

格化に伴う当社製品の売価下落、リボンにおける各種プリンタ用カートリッジリボンの市場規模縮小の影響等が、

今後の売上に対する懸念材料となっている。 

(3) 戦略的現状と見通し 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)としては、上記(2)に記載の要因を分析した上で、粉末冶金

関係についてはグローバルレベルでの戦略を構築しているが、その一環として、粉末冶金製品の製造、販売を主目

的とし、中国広東省東莞市に当社全額出資により設立した日立粉末冶金(東莞)有限公司が、昨年４月より稼動を開

始した。中国においては、今後自動車生産の大幅な増加が見込まれており、同社は日系進出企業を始めとする自動

車メーカーを中心に、エンジン部品等の粉末冶金機械部品を供給していく予定である。化成品関係においては、上

記新会社はブラウン管用黒鉛塗料の製造、販売も行う予定にしており、中国における当社のシェア拡大をはかるこ

ととしている。しかしながら、ブラウン管の液晶等への移行は今後とも進展するものと予想されることから、現在

当事業の主力製品であるブラウン管用黒鉛塗料については、今後の大幅な売上増加は困難であると考えられるた

め、当社では当事業の第２の柱となる新製品の上市を急務と考えており、当該新製品の一つであり既に販売を開始

しているリチウムイオン電池用負極材料に続く新製品の開発に一層注力していくこととしている。 

(4) 財務状態の分析 

① キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から10億１千８百万円(34％)減少し、19億３千

６百万円となった。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 



当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益16億２千９百万円、減価

償却費27億３千１百万円、売上債権の減少額７億１千７百万円、法人税等の支払額８億５千４百万円などによ

り、33億３千万円の収入となった。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出41億９千３百万円

などにより、40億１千２百万円の支出となった。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払金の支払４億２千１百万円などによ

り、４億６百万円の支出となった。 

② 資産及び負債・資本の分析 

イ．資産 

当連結会計年度末の総資産額は、前連結会計年度末から11億５千２百万円(３％)増加し、373億６千５百万円

となった。 

流動資産は、前連結会計年度末から７億２千８百万円(５％)減少し、150億６百万円となった。受取手形及び

売掛金は、前連結会計年度末から６億１千６百万円減少し、73億９千２百万円となった。たな卸資産は、前連

結会計年度末から６億２百万円増加し、33億６千６百万円となり、たな卸資産回転率は、前連結会計年度の

14.9回から13.6回となった。また、貸倒引当金は前連結会計年度末から１千３百万円減少し５千３百万円を計

上した。 

有形固定資産は、設備投資の拡大により、前連結会計年度末から15億７千４百万円(10％)増加し、170億７千

７百万円となり、有形固定資産回転率は、前連結会計年度の2.7回から2.6回となった。無形固定資産は、前連

結会計年度末から５百万円(２％)減少し、２億４千８百万円となった。投資その他の資産は、前連結会計年度

末から３億１千万円(７％)増加し、50億３千２百万円となった。これは、持分法利益３億５千８百万円によ

り、投資有価証券が増加したことによるものである。 

ロ．負債 

当連結会計年度末の負債総額は、前連結会計年度末から２千９百万円減少し、113億５千８百万円となった。

流動負債は、前連結会計年度末から９千５百万円(１％)減少し、85億７千６百万円となった。これは、買掛

金及び短期借入金が前連結会計年度末から４億９千５百万円増加したが、未払金が２億７千２百万円減少した

ほか、課税所得の減少に伴う未払法人税等が３億９千７百万円減少したことによるものである。なお、流動比

率は前連結会計年度末の181％から175％に減少し、流動資産から流動負債を差し引いた運転資本も６億３千３

百万円(９％)減少して64億３千百万円となった。固定負債は、前連結会計年度末から６千６百万円(２％)増加

し、27億８千１百万円となった。これは、長期借入金が前連結会計年度末から３千５百万円減少し、９千３百

万円となったが、退職給付引当金が、前連結会計年度末から１億９千９百万円増加し、19億８千３百万円とな

ったことによるものである。 

その結果、短期借入金、一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金を合計した有利子負債は、前連結

会計年度末から１億３千１百万円増加し、11億６千２百万円と拡大した。 

ハ．資本 

当連結会計年度末の純資産額は、前連結会計年度末から11億８千１百万円(５％)増加し、260億７百万円とな

った。自己資本比率は前連結会計年度末の68.6％から69.6％に上昇した。また、一株あたり純資産額は、前連

結会計年度末の765.88円から802.78円に増加した。 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき

最善の経営方針を立案すべく努めているが、ここ数年のトレンドを分析すると、粉末冶金事業においては、既に記



載したように当社の主要顧客である自動車メーカーにおけるグローバルレベルでのアライアンス、資本進出が更

に進展するものと予想しており、当社を含む自動車部品メーカーにとっても、これへの対応が最重要課題の一つで

ある。また、本事業においては粉末冶金製法の特質を最大限に発揮した環境関連部品、高機能化部品の売上増加を

見込んでいるが、これらの新製品は、技術的に難易度が高いものが多いため、製造技術面での一層の高度化、安定

化を推進していく考えである。化成品事業においては、当事業の主力製品であるブラウン管用黒鉛塗料は、ブラウ

ン管の液晶等への移行等により、今後売上が伸び悩むものと懸念されるため、第２の収益の柱となる新製品の開

発、市場投入が最重要課題となっているが、これに対応し、当社ではリチウムイオン電池用負極材料を始めとする

新製品の開発、市場投入に取り組んでいる。これに加え、粉末冶金製品、化成品に次ぐ収益の柱となる新分野の製

品開発にも注力しており、以上の施策を推進することにより、粉末冶金事業におけるグローバル対応によるシェア

拡大と製造技術の高度化、化成品事業における高付加価値新製品の開発と併せ、従来とは異なる分野における新事

業を創出し、今後長期間にわたる当社業容の拡大と業績の向上をはかることとしている。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、グローバル的な需要や業容の拡大、販売競争の激化に対処するため、各セ

グメントの能力増強、省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための投資を行っている。当連結会計年度の設備投資

(有形固定資産、無形固定資産、長期前払費用完成ベース数値、金額には消費税を含まない。)の内訳は、次のとおり

である。 

粉末冶金関係では、当社においては、輸送機械関係部品の需要増に対処するため、能力増強と合理化を中心に、在

外子会社においては、主要製品の製造設備の合理化等を中心に設備投資を実施した。 

なお、所要資金は、自己資金によっている。 

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

  

  当連結会計年度

粉末冶金関係 3,639百万円

化成品関係 508 

その他 0 

合計 4,147 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数建物
及び構築物
(百万円) 

機械装置
及び運搬具
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

本社及び松戸事
業所 
(松戸市) 

粉末冶金関
係他 

粉末冶金製
品等製造設
備 

1,131 2,346
132

(72,480)
820 4,431 479

香取事業所 
(多古町) 

粉末冶金関
係 

粉末冶金製
品製造設備 

1,559 2,389
1,052

(52,125)
366 5,367 225

化成品関係 
化成品製造 
設備 

573 857
724

(35,870)
132 2,288 74

東京事務所及び
東京営業所他４
営業所(千代田
区他) 

販売業務他 備品他 5 ― ― 27 33 50



(2) 国内子会社 

(平成18年３月31日現在) 

  

(3) 在外子会社 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定である。 

２ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数建物
及び構築物
(百万円) 

機械装置
及び運搬具
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

㈱エムイ
ーシー 

松戸事業
所他 
( 松戸市
他 

粉末冶金
関係 

粉末冶金
製品加工
及び梱包
設備 

228 214 ― 27 470 121

その他 営業車輌 ― 0 ― ― 0 4

関東商事
㈱ 

本社及び
営業本部
他 
( 千代田
区他) 

粉末冶金
関係他 

備品他 1 0 ― 2 3 21

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業
員数建物

及び構築物
(百万円) 

機械装置
及び運搬具
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

Hitachi 
Powdered 
Metals 
(Singapore) 
Pte. Ltd. 

Tuas工場他 
(シンガポ
ール) 

粉末冶金
関係 

粉末冶金
製品製造
設備 

278 502 ― 61 843 86 

Sintering 
Technologies, 
Inc. 

Greensburg 
工場 
(米国 
インディア
ナ州) 

粉末冶金
関係 

粉末冶金
製品製造
設備 

583 1,520
14

(121,406)
579 2,697 261 

日立粉末冶金 
(東莞) 
有限公司 

東莞工場 
(中国広東
省東莞市) 

粉末冶金
関係 

粉末冶金 
製造設備 

236 456 ― 185 878 65 

化成品 
関係 

化成品製
造設備 

96 46 ― 25 168 22 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、需要動向、投資効率等を総合的に勘案して作成している。 

設備計画は原則的に連結会社各社が個別的に策定しているが、計画策定に当たっては、提出会社事業部を中心に検

討のうえ、調整を図っている。 

なお、当連結会計年度末の現在における重要な設備の新設は、次のとおりである。 

  

１ 重要な設備の新設 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 上記設備計画完成後の生産能力は、製品ごとに多岐にわたるため、記載していない。 

３ 経常的な設備の更新のための売除却を除き、重要な設備の売除却の計画はない。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達 
方法 

着手及び 
完了予定年月 

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社 

松戸事業所他 
(松戸市他) 

粉末冶金関係 
粉末冶金製品
用製造設備 

1,218 5 自己資金 Ｈ17/12 Ｈ19/３

香取事業所 
(多古町) 

化成品関係 
化成品用
製造設備 

353 ― 自己資金 Ｈ18/４ Ｈ19/１

㈱エムイーシ
ー 

松戸事業所他 
(松戸市他) 

粉末冶金関係 
粉末冶金製品
用加工設備 

73 ― 自己資金 Ｈ18/４ Ｈ19/３

Hitachi 
Powdered 
Metals 
(Singapore) 
Pte.Ltd. 

Tuas工場他 
(シンガポール) 

粉末冶金関係 
粉末冶金製品
用製造設備 

193 ― 自己資金 Ｈ18/４ Ｈ19/３

Sintering 
Technologies, 
Inc. 

Greensburg工場 
(米国インディ
アナ州) 

粉末冶金関係 
粉末冶金製品
用製造設備 

487 14
自己資金
及び借入金 

Ｈ18/１ Ｈ19/３

日立粉末冶金 
(東莞) 
有限公司 

東莞工場 
(中国広東省 
東莞市) 

粉末冶金関係 
粉末冶金製品
用製造設備 

12 0 自己資金 Ｈ17/４ Ｈ18/６

     合計 2,338 20     



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

なお、平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除された。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 転換社債の転換による増加である。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 32,473,696 32,473,696
東京証券取引所
市場第一部 

権利内容に制限のない、標準
となる株式 

計 32,473,696 32,473,696 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成16年３月31日 1,114 32,473,696 0 4,434 0 3,794



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式84,479株は個人その他に84単元、単元未満株式の状況に479株含まれている。なお、株主名簿記載上の自己株式
数と、平成18年３月31日現在の実保有自己株式数とは同一である。 

２ 証券保管振替機構名義の株式５単元はその他の法人に含まれている。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 平成18年４月１日付で、株式会社日鉱マテリアルズは日鉱金属加工株式会社と合併の上、会社名を日鉱金属株式会社に変更
している。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 29 16 54 38 ― 3,236 3,373 ―

所有株式数 
(単元) 

― 1,791 92 20,453 2,482 ― 7,274 32,092 381,696

所有株式数 
の割合(％) 

― 5.58 0.29 63.73 7.73 ― 22.67 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日立化成工業株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 17,072 52.57

株式会社日鉱マテリアルズ 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号 3,082 9.49

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス 
アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行 
兜町証券決済業務室) 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

500 1.54

ザ チェース マンハッタン 
バンク 380560 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行 
兜町証券決済業務室) 

5,RUE PLAETIS,L-2338 LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

471 1.45

日本マスタートラスト信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 444 1.37

日立粉末冶金社員持株会 千葉県松戸市稔台520番地 441 1.36

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 295 0.91

ピクテ アンド シー 
ヨーロッパ エスエー 
(常任代理人 株式会社三井 
住友銀行資金証券サービス部) 

1 BOULEVARD ROYAL L-2016 LUXEMBOURG
LUXEMBOURG 
(東京都千代田区丸の内一丁目３番２号) 

234 0.72

ゴールドマン サックス 
インターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン 
サックス証券会社東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A,2BB,
U.K 
(東京都中央区日本橋茅場町一丁目 
２番４号 
日本証券代行株式会社国際証券部内) 

225 0.69

エイチエスビーシー バンク 
ピーエルシー アカウント 
アトランティス ジャパン 
グロース ファンド 
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店) 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA
UK 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

200 0.62

計 ― 22,964 70.72



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権の数５個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  84,000

―
権利内容に制限のない、標準となる
株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

32,008,000
32,008 同上 

単元未満株式 普通株式 381,696 ― 同上 

発行済株式総数 32,473,696 ― ― 

総株主の議決権 ― 32,008 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

日立粉末冶金株式会社 千葉県松戸市稔台520番地 84,000 ― 84,000 0.26

計 ― 84,000 ― 84,000 0.26



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

３ 【配当政策】 

当社の利益配分については、株主各位に対し業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、併せて配当性向、企

業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定する方針を採っている。 

このような基本方針に基づき、当期の利益配当金については、１株について６円50銭とし年間としては13円とする

こととした。この結果、当期は配当性向56.1％、自己資本配当率1.8％となった。 

また、内部留保資金については、今後の設備投資及び研究開発活動等に活用し、もって業容の拡大と業績の向上を

はかることにより、株主各位への安定配当に努めることとしている。 

(注) 第45期の中間配当は平成17年10月25日の取締役会で決議された。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 937 615 769 819 834

最低(円) 433 475 549 652 711

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 769 809 820 830 834 815

最低(円) 712 735 780 777 726 734



５ 【役員の状況】 

(1) 取締役 

  

  
(注) １ 取締役宮内克己、角田和好及び柴田智宏の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２ 当社は、平成15年６月25日開催の定時株主総会の決議を以て委員会等設置会社(現 委員会設置会社)に移行した。各委員
会については次のとおりである。 
指名委員会 
取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定する。 

監査委員会 
取締役及び執行役の業務執行等を監査する。 

報酬委員会 
取締役及び執行役の個人別の報酬を決定する。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
(代表執行
役・執行役 
社長) 

― 藤 波  弘 昭和22年５月28日生

昭和45年４月 当社入社

10

平成９年６月 当社化成品事業部長兼香取工場長 
平成11年６月 当社取締役就任

平成15年６月 当社執行役就任

平成16年４月 当社執行役常務就任

平成18年４月 当社代表執行役・執行役社長就任 
平成18年６月 当社取締役兼代表執行役・執行役

社長就任(現) 

取締役 
(執行役常務) ― 牧 野   健 昭和22年１月22日生

昭和45年４月 当社入社

10

平成11年１月 当社経営支援センタ副センタ長 
平成11年６月 当社取締役就任

平成15年６月 当社執行役就任

平成17年６月 当社取締役兼執行役就任

平成18年４月 当社取締役兼執行役常務就任(現) 

取締役 ― 遠 藤 弘 之 昭和18年10月６日生
昭和43年４月 日立化成工業㈱入社

4平成７年６月 当社開発本部副本部長

平成９年６月 当社取締役就任(現)

取締役 ― 宮 内 克 己 昭和21年８月18日生

昭和46年４月 ㈱日立製作所入社

1

平成16年４月 日立化成工業㈱執行役就任 
平成17年６月 当社取締役兼任(現)

平成18年４月 日立化成工業㈱執行役常務就任 
(現) 

取締役 ― 角 田 和 好 昭和29年３月12日生

昭和56年10月 日立化成工業㈱入社

2

平成17年４月 同社執行役就任

平成17年６月 当社取締役兼任(現)

平成18年４月 日立化成工業㈱執行役常務就任 
(現) 

取締役 ― 柴 田 智 宏 昭和20年11月19日生

昭和44年２月 富士通㈱入社

2

平成元年９月 日本鉱業㈱(現 新日鉱ホールデ

ィングス㈱)入社 
平成15年10月 ㈱日鉱マテリアルズ(現 日鉱金

属㈱)取締役専務執行役員就任 
平成16年６月 当社取締役兼任(現)

平成18年４月 日鉱金属㈱常務執行役員就任(現) 

計 29

委員会を組織する取締役   藤 波   弘
    宮 内 克 己
    角 田 和 好

委員会を組織する取締役   遠 藤 弘 之
    角 田 和 好
    柴 田 智 宏

委員会を組織する取締役   藤 波   弘
    宮 内 克 己
    角 田 和 好



(2) 執行役 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表執行役・
執行役社長 

  
(取締役) 

― 藤 波   弘 「(1)取締役」に記載の
通り 

    
同左 同左 

    

執行役常務 
  

(取締役) 
― 牧 野   健 同上 

    
同左 同左 

    

執行役常務 
粉末冶金 

事業部長 
鈴 木 直 弘 昭和22年９月19日生 

昭和45年４月 当社入社 

5

平成11年７月 当社営業本部東京営業所長 

平成13年６月 当社取締役就任 

平成15年６月 当社執行役就任 

平成18年４月 当社執行役常務就任(現) 

平成18年４月 当社粉末冶金事業部長(現) 

執行役常務 
技術開発 

センタ長 
内 野   実 昭和24年６月18日生 

昭和47年４月 日産自動車㈱入社 

2
平成15年６月 当社技術開発センタ長(現) 

平成15年６月 当社執行役就任 

平成18年４月 当社執行役常務就任(現) 

執行役 ― 瀬 里 信 義 昭和24年８月２日生 

昭和48年３月 当社入社 

3

平成13年６月 当社粉末冶金事業部製造統括部長 

平成15年６月 当社執行役就任(現) 

平成17年６月 日立粉末冶金(東莞)有限公司 

董事長兼総経理兼任(現) 

執行役 
モノづくり 

センタ長 
四 方 英 雄 昭和24年２月15日生 

昭和48年３月 当社入社 

3
平成15年６月 当社新事業開発室長 

平成15年６月 当社執行役就任(現) 

平成18年４月 当社モノづくりセンタ長(現) 

執行役 経営管理部長 山 中 俊 雄 昭和21年10月２日生

昭和45年４月 日立化成工業㈱入社 

3

平成15年６月 当社経営支援センタ経理担当部長

兼監査担当部長 

平成17年４月 当社執行役就任(現) 

平成18年４月 当社経営管理部長(現) 

執行役 ― 酒 井   純 昭和25年９月18日生

昭和49年３月 当社入社 

1
平成14年５月 Sintering Technologies,Inc. 

取締役社長(現) 

平成18年４月 当社執行役就任(現) 

執行役 機能製品 
事業部長 細 井 博 明 昭和25年12月28日生

昭和49年４月 日立化成工業㈱入社 

―
平成16年４月 同社ディスプレイ材料事業部長 

平成18年４月 当社執行役就任(現) 

平成18年４月 当社機能製品事業部長(現) 

計   9名   ― 37



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 会社の機関の内容 

当社は、コーポレートガバナンスの一層の強化をはかるため「委員会設置会社」体制を採用している。委員会設

置会社は、業務執行の決定権限を大幅に取締役会から執行役に委譲し、監督機能と執行機能の分離による経営の機

動性をはかり、また、取締役会の傘下に社外取締役を中心とした指名・監査・報酬の３委員会を設置して、取締役

会の監督機能強化による従来以上に客観性と透明性を追求した経営を行うことが可能となるものであり、当社はこ

れらの委員会設置会社の特長を最大限に発揮することにより、経営上の課題に対処していく。なお、当期末現在に

おける当社の取締役は６名、そのうち社外取締役は３名である。 

  

(2) 内部統制システムの整備の状況 

執行役の職務執行に対する内部統制については、代表執行役が重要事項を決定する際に、多面的な検討を可能と

するために「執行役会」を設置している。また、予算及び業績管理についても、予算の確定等には取締役会の決議

を経ているのに加え、毎月及び四半期ごとの業績も取締役会への報告を行っている。これに加え、コンプライアン

ス経営の一層の強化のため、昨年５月21日付の職制改正でCSR推進室を発足させ、従来各部門で行われていたコンプ

ライアンス、企業倫理、輸出管理、環境安全管理等を一元的に統制、推進することにより、内部統制システムの一

層の整備をはかっている。また、執行役の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ、効率的に行われることを確

保するための体制として、上記執行役会の設置等に加え、内部監査の実施、コンプライアンス確保のための教育、

監査及び指導の実施、会社規則の制定、運用を含む経営管理システムの整備、運用を推進している。 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

リスクの管理については、会社規則で定めるとともに、各関係部門にて必要に応じ研修、マニュアルの作成・配

布等を行っている。また、新たに生じたリスクに対応するため、必要に応じ、執行役社長から全社に示達するとと

もに、速やかに対応責任者となる執行役を定めることとしている。 

  

(4) 役員報酬の内容 

  

(注) 支給人員及び期末人員は次のとおりである。 

なお、執行役のうち２名が取締役を兼務している。 

区分 

月額基本報酬 業績連動報酬 退任慰労金 

支給人員 支払額 支給人員 支払額 支給人員 支払額 

取締役 
(うち社外取締役) 

7名 
(5) 

22百万円 
(6) 

4名
(2) 

9百万円
(1) 

1名 
(―) 

47百万円
(―) 

執行役 10 132 9 49 ― ― 

合計 17 154 13 59 1 47 

  支給人員 期末人員 

取締役 7名 4名

執行役 10 10 

 計 17 14 



(5) 監査報酬の内容 

当社が新日本監査法人と締結した公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

については、当期の報酬総額を14百万円(消費税を除く)とし、これを平成17年９月、12月、平成18年３月、６月に

按分して支払っている。なお、上記以外の業務に基づく報酬の支払はない。 

  

(6) 内部監査及び監査委員会監査の組織、人員及び手続並びに内部監査、監査委員会監査及び会計監査の相互連携 

内部監査については、社長直属の監査部が監査部長(兼任)他１名(専任)の２名により当社及びグループ各社の監

査を行い、監査委員会監査については、監査委員会室が室長１名(兼任)により行う体制としている。なお、内部及

び監査委員会監査強化のため、本年５月21日付の職制改正により、従来監査委員会室長を兼務していた監査部長を

専任とするとともに、監査委員会室にも専任の室長を置き、一層のチェック体制の強化をはかっている。 

また、監査委員会監査及び会計監査の連携については年間数回監査計画を始めとする協議を行い、監査の効率及

び精度向上に努めている。 

  

(7) 社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の内容 

当社の社外取締役３名のうち２名は親会社である日立化成工業㈱(当社への出資比率52.6％)の執行役常務であ

り、１名は日鉱金属㈱(当社への出資比率9.5％)の常務執行役員である。 

当社は、㈱日立製作所を中核とする日立グループに属しており、同社の子会社である日立化成工業㈱の子会社と

して位置付けられる。日立化成工業㈱との関係については、上記人的、資本的関係はあるものの、取引関係は殆ど

存在しない。また、日鉱金属㈱については、当社は同社から銅粉等の原材料を購入するなどの取引関係がある。 

  

(8) 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び提出会社に係る監査業務に係る補助者の構成 

  

  

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員 業務執行社員 辻   幸 一 新日本監査法人

指定社員 業務執行社員 福 井   聡 新日本監査法人

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 

会計士補 ６名 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成16年４月１日

から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、新日

本監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  2,954 1,936  

２ 受取手形及び売掛金  8,008 7,392  

３ たな卸資産  2,764 3,366  

４ 繰延税金資産  582 589  

５ 未収入金  1,429 1,721  

６ その他  61 55  

７ 貸倒引当金  △66 △53  

流動資産合計  15,734 43.4 15,006 40.2

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 11,236 11,780    

減価償却累計額 △6,682 4,553 △7,089 4,690  

(2) 機械装置及び運搬具 32,345 35,695    

減価償却累計額 △25,354 6,990 △27,350 8,344  

(3) 工具器具備品 5,360 5,864    

減価償却累計額 △4,624 735 △4,981 883  

(4) 土地  1,922 1,923  

(5) 建設仮勘定  1,301 1,235  

有形固定資産合計  15,503 42.8 17,077 45.7

２ 無形固定資産  253 0.7 248 0.6

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※１  1,161 1,492  

(2) 長期貸付金  23 21  

(3) 長期前払年金費用  2,151 2,266  

(4) 繰延税金資産  452 355  

(5) その他  933 896  

投資その他の資産合計  4,722 13.1 5,032 13.5

固定資産合計  20,479 56.6 22,358 59.8

資産合計  36,213 100.0 37,365 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  4,036 4,365  

２ 短期借入金  859 1,021  

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 

 42 46  

４ 未払金  891 619  

５ 未払費用  1,659 1,729  

６ 未払法人税等  884 487  

７ その他  296 306  

流動負債合計  8,671 23.9 8,576 23.0

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  128 93  

２ 退職給付引当金  1,784 1,983  

３ 役員退職慰労引当金  306 298  

４ その他  495 404  

固定負債合計  2,715 7.5 2,781 7.4

負債合計  11,387 31.4 11,358 30.4

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  4,434 12.2 4,434 11.9

Ⅱ 資本剰余金  3,794 10.5 3,794 10.2

Ⅲ 利益剰余金  17,573 48.5 18,180 48.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  132 0.4 93 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定  △1,068 △2.9 △441 △1.2

Ⅵ 自己株式 ※５  △39 △0.1 △54 △0.2

資本合計  24,826 68.6 26,007 69.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 36,213 100.0 37,365 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  39,866 100.0 41,538 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  31,151 78.1 33,577 80.8

売上総利益  8,715 21.9 7,960 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１     

１ 荷造発送費 1,538 1,852    

２ 従業員給与諸手当 2,418 2,436    

３ 退職給付引当金繰入額 161 184    

４ 減価償却費 121 135    

５ 賃借料 180 198    

６ 技術研究費 197 198    

７ その他 1,736 6,354 16.0 1,654 6,660 16.1

営業利益  2,360 5.9 1,300 3.1

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 8 12    

２ 受取配当金 4 4    

３ 固定資産賃貸収入 6 3    

４ 貸倒引当金戻入額 3 10    

５ 持分法による投資利益 298 358    

６ 為替差益 ― 51    

７ その他 106 426 1.1 68 509 1.2

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 40 51    

２ 固定資産処分損 83 73    

３ たな卸資産処分損 59 56    

４ 開業費償却 ― 37    

５ その他 117 300 0.8 132 350 0.8

 経常利益  2,486 6.2 1,459 3.5

Ⅵ 特別利益     

１ 厚生年金基金代行部分 
  返上益 

393 1.0 ―    

２ 投資有価証券売却益 ― 393 170 170 0.4

Ⅶ 特別損失     

１ 確定拠出年金制度移行損 80 ―    

２ 有形償却資産の臨時償却 201 282 0.7 ― ― ―

税金等調整前 
当期純利益 

 2,597 6.5 1,629 3.9

法人税、住民税 
及び事業税 

858 570    

過年度法人税等戻入額 ― △97    

法人税等調整額 △78 779 1.9 123 595 1.4

当期純利益  1,817 4.6 1,034 2.5

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,794 3,794

Ⅱ 資本剰余金増加高  

   自己株式処分差益 0 0 ― ―

Ⅲ 資本剰余金期末残高 3,794 3,794

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 16,182 17,573

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 1,817 1,817 1,034 1,034

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 421 421  

 ２ 取締役賞与 5 426 5 426

Ⅳ 利益剰余金期末残高 17,573 18,180

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  2,597 1,629 

２ 減価償却費  2,595 2,731 

３ 退職給付引当金の増減額  △631 190 

４ 長期前払年金費用の増加額  △287 △114 

５ 受取利息及び受取配当金  △13 △16 

６ 支払利息  40 51 

７ 持分法による投資利益  △298 △358 

８ 売上債権の増減額  △1,293 717 

９ たな卸資産の増加額  △158 △505 

10 仕入債務の増加額  493 277 

11 その他  1,075 △428 

小計  4,120 4,172 

12 利息及び配当金の受取額  59 64 

13 利息の支払額  △40 △51 

14 法人税等の支払額  △287 △854 

15 法人税等の還付額  429 ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,280 3,330 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形固定資産の取得による支出  △3,747 △4,193 

２ 投資有価証券の売却による収入  ― 207 

３ 貸付金の回収による収入  9 2 

４ その他  △282 △29 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,020 △4,012 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の借入による収入  ― 75 

２ 長期借入金の返済による支出  △43 △45 

３ 配当金の支払額  △421 △421 

４ その他  △12 △15 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △477 △406 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  23 70 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △192 △1,018 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,146 2,954 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  2,954 1,936 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結されている。当該連
結子会社は、関東商事株式会社、株式
会社エムイーシー、Hitachi Powdered 
Metals(Singapore)Pte.Ltd.、 
Sintering Technologies,Inc.及び日
立粉末冶金(東莞)有限公司の５社であ
る。 
なお、Bleistahl-STI North America, 
Inc.の議決権の過半数を所有している
が、合併契約により「意思決定機関」
を実質的に支配していないため、子会
社ではなく、持分法適用の関連会社と
している。 
このうち、日立粉末冶金(東莞)有限公
司については、当連結会計年度におい
て新たに設立したことにより当連結会
計年度より連結子会社に含めることと
した。 

子会社は全て連結されている。当該連
結子会社は、関東商事株式会社、株式
会社エムイーシー、Hitachi Powdered 
Metals(Singapore)Pte.Ltd.、 
Sintering Technologies,Inc.及び日
立粉末冶金(東莞)有限公司の５社であ
る。 
なお、Bleistahl-STI North America, 
Inc.の議決権の過半数を所有している
が、合併契約により「意思決定機関」
を実質的に支配していないため、子会
社ではなく、持分法適用の関連会社と
している。 

２ 持分法の適用に関する事
項 

関連会社 Thai  Sintered  Products 
Co.,Ltd.、Siam HPM Co.,Ltd.、三実
精 工 株 式 会 社 及 び Bleistahl-STI 
North America, Inc.の４社に対する
投資について、持分法を適用してい
る。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項 

 連結子会社のうち、日立粉末冶金
(東莞)有限公司の決算日は12月31日で
ある。連結財務諸表の作成に当たって
は同日現在の財務諸表を使用し、連結
決算日との間に生じた重要な取引につ
いて、連結上必要な調整を行ってい
る。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事
項 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 
 有価証券 
 その他有価証券 
 ① 時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時
価法 

   (評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定) 

 ② 時価のないもの 
   移動平均法に基づく原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 
 有価証券 
 その他有価証券 
 ① 時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
 ② 時価のないもの 

同左 
  ―――――

  
 たな卸資産 
  主として、製品は移動平均法又は
個別法に基づく低価法、原材料及び
貯蔵品は移動平均法に基づく低価
法、仕掛品は総平均法又は個別法に
基づく低価法により評価している。 

デリバティブ
 時価法によっている 
 たな卸資産 

同左 
  

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
 ① 有形固定資産 
   定率法(在外連結子会社の一部
については定額法)によってい
る。但し、平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物附属設備を
除く)については、定額法によっ
ている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産
   定額法によっている。 

② 無形固定資産
同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、主として、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

同左 

   退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上している。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしている。 

  また、過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)による定額法に

より、費用処理している。 

 退職給付引当金 

同左 

   役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規による期末要支給額を計

上している。 

 役員退職慰労引当金 

同左 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してい

る。 

  なお、在外子会社の資産及び負債

は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上している。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式に

よっている。 

(6) 消費税等の会計処理 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は全面時価評価法を採用している。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については発生

日以後５年間で均等償却している。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて、作成してい

る。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ケ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなってい

る。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会

計年度に係る連結財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用している。これによる損益への影響はない。 

――――― 

――――― (退職給付に係る会計基準) 

 「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」(企業会計

基準第３号 平成17年３月16日)及び「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16日)を適用してい

る。これによる損益への影響はない。 



(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (連結損益計算書) 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示していた、「為替差益」は営業外収益の合計の

100分の10を超えたため、区分掲記している。 

 なお、前連結会計年度の「為替差益」は16百万円であ

る。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

退職給付会計 

 当社が加入する日立化成工業厚生年金基金は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成16年４月１日に厚生労働大臣から過去分返

上の認可を受け、平成16年10月１日に国に返還額(最低

責任準備金)の納付を行った。この結果、特別利益とし

て393百万円を計上している。 

 当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年10月１

日より退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行

しており、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用している。こ

の結果、退職給付制度移行に伴う終了損失を特別損失と

して80百万円計上している。 

有形償却資産の臨時償却 

 経済的耐用年数経過後の処分可能価額が、概ねゼロも

しくは処分費用がかかることから、有形償却資産の残存

価額を取得価額の５％から０％に変更した。この結果、

「有形償却資産の臨時償却」として特別損失に201百万

円計上している。 

――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 関連会社に対する資産 

投資有価証券 841百万円

関連会社に対する資産 

投資有価証券 1,275百万円

 ２ 保証債務 

 下記の従業員の金融機関借入金に対して、債務

保証をしている。 

区分 期末現在高(百万円)

従業員 
(財形住宅融資等) 

789

保証債務 

 下記の従業員の金融機関借入金に対して、債務

保証をしている。 

区分 期末現在高(百万円) 

従業員
(財形住宅融資等) 

708 

 ３ 受取手形裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 238百万円

受取手形裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 117百万円

※４  当社の発行済株式総数は、普通株式32,473,696

株である。 

 当社の発行済株式総数は、普通株式32,473,696

株である。 

※５  当社が保有する自己株式の数は、普通株式

64,939株である。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

84,479株である。 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,541百万円である。 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,545百万円である。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,954百万円

現金及び預金同等物 2,954 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,936百万円

現金及び預金同等物 1,936 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
工具・器
具・備品 
(百万円) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当
額 

17 ― 17

減価償却累計
額相当額 

10 ― 10

期末残高相当
額 

7 ― 7

工具・器
具・備品 
(百万円) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額相当
額 

4 ― 4 

減価償却累計
額相当額 

1 ― 1 

期末残高相当
額 

2 ― 2 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4百万円

１年超 2 

合計 7 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円

１年超 2 

合計 2 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 15 

支払利息相当額 0 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4 

支払利息相当額 0 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 6百万円

１年超 8 

合計 14 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 10百万円

１年超 11 

合計 22 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

３ 当連結会計年度に売却したその他有価証券 

  

  

  種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

株式 87 308 221 49 205 155

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 

株式 ― ― ― ― ― ―

合計 87 308 221 49 205 155

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他有価証券  

非上場株式 852 1,286

区分 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(百万円) ― 207

売却益の合計額(百万円) ― 170

売却損の合計額(百万円) ― ―



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

該当事項はない。 

なお、当社グループは、デリバティブ取引を利用していない。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はない。 

なお、為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末現在、予約の実績がない。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― ① 取引の内容及び目的等 

  通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動

によるリスクを軽減するため、為替予約を行ってい

る。 

② 取引に対する取組方針 

  通貨関連のデリバティブ取引については、主として

ドル建ての売上契約をヘッジするためのものであるた

め、外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行うことと

し、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方

針である。 

③ 取引に係るリスクの内容 

  為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを

有している。 

  なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断して

いる。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理には、取引権限及

び取引限度額等を定めた「社内ルール」に従って、資

金担当部門が管掌役員の承認を得てこれを行い、さら

に、取引内容及び時価の状況を管掌役員から定期的に

執行役会に報告することでリスク管理を図っている。 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

(1) 当社及び連結子会社の退職給付制度 

当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度又は退職一時金制度を設けている。

また、当社は、確定拠出型の制度として、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度を設けている。 

  

(2) 制度別の補足説明 

① 退職一時金 

  

② 確定給付企業年金 

(注) 当社の親会社である日立化成工業㈱と当社の親会社の子会社である㈱日立ハウステック・日立化成ビジネスサービス

㈱との基金である。 

  

③ 確定拠出年金 

(注) 当社の親会社である日立化成工業㈱及びそのグループ会社との連合型の年金である。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

  

  設立時期 その他 

当社及び国内連結子会社(２社) 会社設立時 ― 

  設立時期 その他 

当社 平成16年 ― 

  設立時期 その他 

当社 平成16年 ― 

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

①退職給付債務(百万円) △8,820 △8,778 

②年金資産(百万円) 8,181 8,716 

③積立状況(百万円)(①＋②) △639 △62 

④未認識数理計算上の差異(百万円) 1,112 398 

⑤未認識過去勤務債務(債務の減額)(百万円) △106 △53 

⑥前払年金費用 2,151 2,266 

⑦退職給付引当金(百万円)(③＋④＋⑤－⑥) △1,784 △1,983 



(注) 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) １ 前連結会計年度は厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上している。 

３ 「⑩その他」は確定拠出年金への拠出額である。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

１           同左 

２ 当社が加入する日立化成工業厚生年金基金は、確定

給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部

分について、平成16年４月１日に厚生労働大臣から過

去分返上の認可を受け、平成16年10月１日に国に返還

額(最低責任準備金)の納付を行った。この結果、特別

利益として393百万円を計上している。 

  当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年10月

１日より退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ

移行しており、「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用してい

る。この結果、退職給付制度移行に伴う終了損失を特

別損失として80百万円計上している。 

２         ――――― 

   

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

①勤務費用(百万円)(注)１、２ 295 273 

②利息費用(百万円) 227 219 

③期待運用収益(百万円) △160 △163 

④数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 168 166 

⑤過去勤務債務の費用処理額(百万円) △39 △53 

⑥臨時に支払った割増退職金(百万円) 11 6 

⑦退職給付費用(百万円) 502 450 

⑧厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 
 (百万円) 

△393 ― 

⑨確定拠出年金制度への移行に伴う損失 
 (百万円) 

80 ― 

⑩その他(百万円)(注)３ 23 50 

 計 213 500 

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

②割引率 2.50％ 同左 

③期待運用収益率 2.00％ 同左 

④数理計算上の差異の処理年数 10年(発生年度の翌連結会計

年度から定額法により費用

処理することとしている。) 

同左 

⑤過去勤務債務の処理年数 ３年(定額法により費用処理

している。) 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 (単位 百万円)

 未払賞与 392

 未払事業税 91

 退職給付引当金 695

 繰越欠損金 715

 減価償却費 306

 役員退職慰労引当金 123

 その他 636

繰延税金資産小計 2,960

 評価性引当額 △745

繰延税金資産合計 2,214

繰延税金負債 

 固定資産圧縮積立金 △96

 その他有価証券評価差額金 △88

 長期前払年金費用 △860

 その他 △147

繰延負債合計 △1,193

繰延税金資産の純額 1,021

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 (単位 百万円)

未払賞与 374

未払事業税 46

退職給付引当金 792

繰越欠損金 549

減価償却費 325

役員退職慰労引当金 119

その他 525

繰延税金資産小計 2,732

評価性引当額 △534

繰延税金資産合計 2,197

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △89

その他有価証券評価差額金 △62

長期前払年金費用 △906

その他 △217

繰延負債合計 △1,275

繰延税金資産の純額 922

  当連結会計年度末(平成17年３月31日)現在の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

  流動資産－繰延税金資産 582

  固定資産－繰延税金資産 452

  固定負債－その他 △13

  当連結会計年度末(平成18年３月31日)現在の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

 流動資産－繰延税金資産 589

 固定資産－繰延税金資産 355

 固定負債－その他 △21

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳         (％) 

  

法定実効税率 40.0

(調整) 

 連結上相殺される受取配当金 3.3

 関連会社持分法利益 △3.9

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.0

 受取配当金益金不算入 △0.7

 国内より税率の低い 
 海外子会社の利益 

△1.8

 税額控除 △7.0

 その他 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.0

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳         (％) 

  

法定実効税率 40.0

(調整)  

連結上相殺される受取配当金 9.5

関連会社持分法利益 △7.4

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

1.9

受取配当金益金不算入 △3.0

国内より税率の低い
 海外子会社の利益 

△2.0

税額控除 △6.3

その他 3.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.5



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

粉末冶金関係
(百万円) 

化成品関係
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

33,811 5,464 590 39,866 ― 39,866

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

63 1 ― 64 (64) ―

計 33,875 5,465 590 39,931 (64) 39,866

営業費用 32,743 4,247 579 37,570 (64) 37,506

営業利益 1,131 1,218 10 2,360 (―) 2,360

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 30,362 4,774 129 35,267 946 36,213

減価償却費 2,319 292 0 2,612 ― 2,612

資本的支出 3,340 241 ― 3,581 ― 3,581



  

(注) １ 事業区分は売上区分によっている。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 粉末冶金関係……機械部品、軸受、金型 

(2) 化成品関係………ブラウン管用黒鉛塗料、潤滑剤、離型剤、電子部品用導電材料カートリッジリボン、ラインプリンタ

リボン、ユニット製品、油圧ポンプ 

３ 前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は946百万円であり、その主なもの

は、親会社での投資等(投資有価証券、長期性預金)である。 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は978百万円であり、その主なもの

は、親会社での投資等(投資有価証券、長期性預金)である。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

粉末冶金関係
(百万円) 

化成品関係
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

36,541 4,548 448 41,538 ― 41,538

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

83 0 ― 84 (84) ―

計 36,625 4,549 448 41,623 (84) 41,538

営業費用 35,894 3,994 433 40,322 (84) 40,237

営業利益 730 555 14 1,300 (―) 1,300

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 31,806 4,491 88 36,387 978 37,365

減価償却費 2,478 282 0 2,761 ― 2,761

資本的支出 3,639 508 0 4,147 ― 4,147



【所在地別セグメント情報】 

  

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、中国 

(2) 北米………米国 

３ 前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は946百万円であり、その主なもの

は、親会社での投資等(投資有価証券、長期性預金)等である。 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は978百万円であり、その主なもの

は、親会社での投資等(投資有価証券、長期性預金)等である。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

北米
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

34,036 1,612 4,218 39,866 ― 39,866

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,020 3 546 1,569 (1,569) ―

計 35,056 1,615 4,764 41,436 (1,569) 39,866

営業費用 32,960 1,479 4,610 39,049 (1,543) 37,506

営業利益 2,096 136 154 2,386 (25) 2,360

Ⅱ 資産 28,330 3,283 3,653 35,267 946 36,213

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

北米
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

34,618 2,142 4,777 41,538 ― 41,538

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,499 167 445 2,112 (2,112) ―

計 36,117 2,309 5,223 43,651 (2,112) 41,538

営業費用 35,038 2,218 5,102 42,359 (2,122) 40,237

営業利益 1,078 91 120 1,291 (9) 1,300

Ⅱ 資産 27,825 4,516 4,044 36,387 978 37,365



【海外売上高】 

  

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売上高を除く。)

である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………韓国、中国、シンガポール、台湾 

(2) 北米………………米国、カナダ 

(3) ヨーロッパ………イギリス、ドイツ 

(4) その他の地域……メキシコ、ブラジル 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,942 3,640 362 745 8,690

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 39,866

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.9 9.1 0.9 1.9 21.8

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,859 4,120 469 776 9,224

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 41,538

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.3 9.9 1.1 1.9 22.2



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

  

(2) 役員及び個人主要株主等 

該当事項なし。 

  

(3) 子会社等 

該当事項なし。 

  

(4) 兄弟会社等 

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等が含まれている。 

※２ 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は１年内で一括返済としてい

る。 

※３ 取引金額については消費税等を含んでいる。 

  

(追加情報) 

平成16年10月１日に㈱日立ユニシアオートモティブは㈱日立製作所に吸収合併された。 

よって、同年同月以降の㈱日立製作所への売上高には旧㈱日立ユニシアオートモティブが含まれている。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 ㈱日立製
作所 

東京都
千代田
区 

282,033 
電子、電機、
機械器具の製
造及び販売 

間接53.3％ ―

日立化成
工業㈱の
親会社で
あり、当
社の製品
を購入し
ている。 

粉末冶金製
品等の販売 
※１ 

1,791 売掛金 908

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

日立化成
ビジネス
サービス
㈱ 

東京都
千代田
区 

140 

情報システム
の開発、運用
及び事務機器
のリース等 

直接1.8％ ―

日立化成
工業㈱の
子 会 社
で、当社
資金の日
立化成グ
ループ内
運用を委
託してい
る。 

短期貸付金
年間発生総
額 
※２ 

514 短期貸
付金 ―

親会社
の子会
社 

日立アセ
ットファ
ンディン
グ㈲ 

東京都
港区 3 証券化事業 ― ―

当社売掛
債権を譲
渡してい
る。 

当社売掛債
権の譲渡 
※３ 

864 ― ―



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当事項なし。 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 

該当事項なし。 

  

(3) 子会社等 

該当事項なし。 

  

(4) 兄弟会社等 

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は１年内で一括返済と

している。 

※２ 取引金額については消費税等を含んでいる。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

日立化成
ビジネス
サービス
㈱ 

東京都 
千代田区 140 

情報システム
の開発、運用
及び事務機器
のリース等 

直接1.8％ ―

日立化成
工業㈱の
子 会 社
で、当社
資金の日
立化成グ
ループ内
運用を委
託してい
る。 

短期借入金
年間発生総
額 
※１ 

1,093 ―

親会社
の子会
社 

日立アセ
ットファ
ンディン
グ㈲ 

東京都 
港区 3 証券化事業 ― ―

当社売掛
債権を譲
渡してい
る。 

当社売掛債
権の譲渡 
※２ 

2,133 ―



(１株当り情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当りの当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当り当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当り純資産額 765円88銭 １株当り純資産額 802円78銭

１株当り当期純利益 55円89銭 １株当り当期純利益 31円75銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当り当期純利益  

 当期純利益(百万円) 1,817 1,034

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 5 5

  (うち利益処分による取締役賞与) (5) (5)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,811 1,028

 普通株式の期中平均株式数(株) 32,418,677 32,399,652



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期中の借入金等の増減すべてをとらえた方法による加重平均利率によっている。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 859 1,021 4.430 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 42 46 4.300 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

128 93 4.300
平成20年３月31日～
平成21年３月31日 

その他の有利子負債 ― ― ―   

合計 1,029 1,160 ― ― 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

46 46 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,358 760  

２ 受取手形  1,247 734  

３ 売掛金 ※５  6,221 5,847  

４ 製品  655 823  

５ 原材料  127 136  

６ 仕掛品  830 998  

７ 貯蔵品  177 214  

８ 繰延税金資産  491 492  

９ 未収入金 
※４ 
※５ 

 1,572 1,882  

10 その他  10 1  

11 貸倒引当金  △58 △46  

流動資産合計  12,633 39.3 11,844 36.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 8,176 8,180    

減価償却累計額 △4,902 3,274 △5,108 3,072  

(2) 構築物 1,118 1,121    

減価償却累計額 △904 214 △923 197  

(3) 機械及び装置 25,174 27,141    

減価償却累計額 △20,508 4,666 △21,556 5,585  

(4) 車両運搬具 61 65    

減価償却累計額 △56 5 △57 8  

(5) 工具器具備品 4,097 4,280    

減価償却累計額 △3,541 556 △3,700 579  

(6) 土地  1,909 1,909  

(7) 建設仮勘定  828 768  

有形固定資産合計  11,454 35.7 12,120 37.8

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  156 142  

(2) 施設利用権  16 15  

無形固定資産合計  173 0.5 157 0.5



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  320 216  

(2) 関係会社株式  2,863 2,863  

(3) 関係会社出資金  823 1,030  

(4) 従業員長期貸付金  12 9  

(5) 関係会社長期貸付金  385 416  

(6) 長期前払費用  76 46  

(7) 長期前払年金費用  2,151 2,266  

(8) 繰延税金資産  432 335  

(9) 差入敷金保証金  206 208  

(10) 団体生命保険掛金  231 212  

(11) 長期性預金  300 300  

(12) その他  51 51  

投資その他の資産合計  7,856 24.5 7,957 24.8

固定資産合計  19,484 60.7 20,235 63.1

資産合計  32,118 100.0 32,080 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※５  3,757 3,965  

２ 未払金 ※４  864 558  

３ 未払費用  1,302 1,350  

４ 未払法人税等  751 388  

５ 預り金  279 293  

流動負債合計  6,955 21.6 6,557 20.4

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金  1,754 1,949  

２ 役員退職慰労引当金  298 287  

３ 長期未払金  481 382  

固定負債合計  2,534 7.9 2,620 8.2

負債合計  9,489 29.5 9,177 28.6

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  4,434 13.8 4,434 13.8

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 3,794 3,794    

２ その他資本剰余金 0 0    

  自己株式処分差益 0 0    

資本剰余金合計  3,794 11.8 3,794 11.8

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 547 547    

２ 任意積立金     

 (1) 固定資産圧縮積立金 156 144    

 (2) 別途積立金 11,700 12,450    

３ 当期未処分利益 1,902 1,493    

利益剰余金合計  14,305 44.6 14,635 45.7

Ⅴ その他有価証券評価差額金  132 0.4 93 0.3

Ⅵ 自己株式 ※２  △39 △0.1 △54 △0.2

資本合計  22,628 70.5 22,902 71.4

負債及び資本合計  32,118 100.0 32,080 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

１ 売上高  33,680 100.0 34,980 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２    

１ 期首製品たな卸高 696 655   

２ 当期製品製造原価 26,743 29,018   

合計 27,439 29,674   

３ 期末製品たな卸高 655 823   

４ 他勘定振替高 ※１ 27 26,756 79.4 6 28,844 82.5

売上総利益  6,923 20.6 6,135 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２    

１ 荷造発送費 1,381 1,633   

２ 販売手数料 329 308   

３ 従業員給与諸手当 1,537 1,550   

４ 退職給付引当金繰入額 163 176   

５ 減価償却費 125 134   

６ 賃借料 124 136   

７ 技術研究費 197 198   

８ 福利厚生費 201 211   

９ その他 1,247 5,309 15.8 1,152 5,501 15.7

営業利益  1,614 4.8 633 1.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※３ 20 18   

２ 受取配当金 ※３ 199 378   

３ 固定資産賃貸収入 ※３ 31 31   

４ 受取手数料 ※３ 20 16   

５ 貸倒引当金戻入額 ― 9   

６ その他 76 348 1.0 89 543 1.6



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 9 12   

２ 売上割引 15 18   

３ 固定資産処分損 79 65   

４ たな卸資産処分損 29 21   

５ 固定資産賃貸費用 13 13   

６ ゴルフ会員権評価損 5 ―   

７ その他 63 217 0.6 63 194 0.6

経常利益  1,745 5.2 982 2.8

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益 ― 170   

２ 厚生年金基金代行部分 
  返上益 

393 393 1.1 ― 170 0.5

Ⅶ 特別損失    

１ 確定拠出年金制度移行損 80 ―   

２ 有形償却資産の臨時償却 201 282 0.8 ― ― ―

税引前当期純利益  1,856 5.5 1,152 3.3

法人税、住民税 
及び事業税 

714 378   

過年度法人税等戻入額 ― △97   

法人税等調整額 △47 666 2.0 122 402 1.2

当期純利益  1,189 3.5 750 2.1

前期繰越利益  923 953 

中間配当額  210 210 

当期未処分利益  1,902 1,493 

     



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法 

組別総合原価計算を採用している。 

２ ※１経費のうち主なものは次のとおりである。 

※２他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 7,290 26.6 8,588 28.8

Ⅱ 労務費 5,675 20.7 6,203 20.8

Ⅲ 経費 ※１ 14,451 52.7 14,997 50.4

当期総製造費用 27,417 100.0 29,789 100.0

期首仕掛品たな卸高 761 830  

合計 28,179 30,619  

期末仕掛品たな卸高 830 998  

他勘定振替高 ※２ 605 602  

当期製品製造原価 26,743 29,018  

     

  前事業年度   当事業年度 

減価償却費 1,605百万円   1,857百万円

外注加工費 7,243   7,370 

その他 5,602   5,769 

合計 14,451   14,997 

  前事業年度   当事業年度 

固定資産への振替高 527百万円   548百万円

その他の他勘定振替高 78   54 

合計 605   602 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 上記中の( )内の日付は、取締役会承認年月日である。 

  

  
前事業年度

(平成17年５月27日) 
当事業年度 

(平成18年５月26日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,902 1,493

Ⅱ 任意積立金取崩額  

固定資産圧縮積立金 
取崩額 

12 12 10 10

合計 1,914 1,504

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金 210 210  

２ 任意積立金  

別途積立金 750 960 350 560

Ⅳ 次期繰越利益 953 943

   



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式…………移動平均法に基づく原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

   時価のないもの…移動平均法に基づく原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式…………同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの…同左 

  

  

  

   時価のないもの…同左 

  ２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

  時価法によっている。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  製品…………………移動平均法又は個別法に基づく

低価法 

  原材料及び貯蔵品…移動平均法に基づく低価法 

  仕掛品………………総平均法又は個別法に基づく低

価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっている。但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備は除く)について

は、定額法によっている。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっている。 

   なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社

内における見込利用可能期間(５年)によっている。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却をしている。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し換算差額は損益として処理している。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

  

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

   また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による定額

法により、費用処理している。 

 (2) 退職給付引当金 

同左 



  

  

前事業年度 当事業年度

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規によ

る期末要支給額を計上している。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

７ 消費税等の会計処理について 

  消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

８ 消費税等の会計処理について 

同左 



重要な会計方針の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年

度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ている。これによる損益への影響はない。 

――――― 

――――― (退職給付に係る会計基準) 

 「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」(企業会計

基準第３号 平成17年３月16日)及び「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16日)を適用してい

る。これによる損益への影響はない。 



追加情報 

  

  

前事業年度 当事業年度

退職給付会計 

 当社が加入する日立化成工業厚生年金基金は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成16年４月１日に厚生労働大臣から過去分返

上の認可を受け、平成16年10月１日に国に返還額(最低

責任準備金)の納付を行った。この結果、特別利益とし

て393百万円を計上している。 

 当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年10月１

日より退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行

しており、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用している。こ

の結果、退職給付制度移行に伴う終了損失を、特別損失

として80百万円計上している。 

有形償却資産の臨時償却 

 経済的耐用年数経過後の処分可能価額が、概ねゼロも

しくは処分費用がかかることから、有形償却資産の残存

価額を取得価額の５％から０％に変更した。この結果、

「有形償却資産の臨時償却」として特別損失に201百万

円計上している。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度

(平成18年３月31日) 

※１ 会社の発行する株式の総数 

        普通株式 80,000,000株

会社の発行する株式の総数 

       普通株式 80,000,000株

  発行済株式の総数 普通株式 32,473,696株 発行済株式の総数 普通株式 32,473,696株

※２ 自己株式数    普通株式 64,939株 自己株式数    普通株式 84,479株

 ３ 保証債務 

 下記の関係会社の金融機関借入金及び従業員の

金融機関借入金に対して、債務保証をしている。 

区分 期末現在高(百万円)

Sintering 
Technologies,Inc. 

1,040

従業員 
(財形住宅融資等) 

788

合計 1,829

保証債務 

 下記の関係会社の金融機関借入金及び従業員の

金融機関借入金に対して、債務保証をしている。 

区分 期末現在高(百万円) 

Sintering 
Technologies,Inc. 

1,089 

従業員
(財形住宅融資等) 

708 

合計 1,798 

※４ 消費税等の取扱い 

 未収消費税等及び未払消費税等は相殺のうえ、

未払金に含めて表示している。 

消費税等の取扱い 

 未収消費税等及び未払消費税等は相殺のうえ、

未収入金に含めて表示している。 

※５ 関係会社にかかる注記 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて

いる関係会社に対する主なものは次のとおりであ

る。 

(1) 売掛金 1,677百万円

(2) 買掛金 432百万円

関係会社にかかる注記 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて

いる関係会社に対する主なものは次のとおりであ

る。 

(1) 売掛金 1,254百万円

(2) 未収入金 374百万円

(3) 買掛金 464百万円

 ６ 配当制限 

 資本の部に計上した商法施行規則第124条第３

号に規定する資産に時価を付したことにより増加

した純資産額は、132百万円である。 

配当制限 

 資本の部に計上した商法施行規則第124条第３

号に規定する資産に時価を付したことにより増加

した純資産額は、93百万円である。 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１  他勘定振替高は、たな卸資産処分損27百万円で

ある。 

 他勘定振替高は、たな卸資産処分損６百万円で

ある。 

※２  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,541百万円である。 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,545百万円である。 

※３ 関係会社との取引にかかるもの 

 関係会社との取引にかかる主なものが次のとお

り含まれている。 

受取配当金 195百万円

固定資産賃貸収入 29

受取手数料 20

受取利息 16

関係会社との取引にかかるもの 

 関係会社との取引にかかる主なものが次のとお

り含まれている。 

受取配当金 373百万円

固定資産賃貸収入 29 

受取手数料 16 

受取利息 14 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

――――― 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
工具・器
具・備品 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額相当
額 

― ― ―

減価償却累計
額相当額 

― ― ―

期末残高相当
額 

― ― ―

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ―百万円

１年超 ― 

合計 ― 

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10 

支払利息相当額 0 

  

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

  ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 3百万円

１年超 3 

合計 7 

１ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 1 

合計 3 



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31

日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産 (単位 百万円)

 未払賞与 322

 未払事業税 83

 退職給付引当金 682

 減価償却費 303

 その他 687

繰延税金資産小計 2,079

 評価性引当額 △110

繰延税金資産合計 1,967

繰延税金負債 

 固定資産圧縮積立金 △96

 その他有価証券評価差額金 △88

 長期前払年金費用 △860

 繰延負債合計 △1,045

繰延税金資産の純額 923

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 (単位 百万円)

未払賞与 311

未払事業税 40

退職給付引当金 779

減価償却費 321

その他 543

繰延税金資産小計 1,996

評価性引当額 △110

繰延税金資産合計 1,885

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △89

その他有価証券評価差額金 △62

長期前払年金費用 △906

繰延負債合計 △1,058

繰延税金資産の純額 827

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率 40.0

(調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.2

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△0.9

 繰延税金資産の回収可能性の 
 見直しによる影響額 

3.3

 住民税均等割 0.7

 税額控除 △9.8

 その他 1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.9

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

(％)

法定実効税率 40.0

(調整)  

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

2.5

受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目 

△4.1

役員賞与支給額 2.2

住民税均等割 1.2

税額控除 △7.8

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9



(１株当り情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当りの当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当り当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当り純資産額 698円22銭 １株当り純資産額 707円12銭

１株当り当期純利益 36円70銭 １株当り当期純利益 23円16銭

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当り当期純利益  

 当期純利益(百万円) 1,189 750

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,189 750

 普通株式の期中平均株式数(株) 32,418,677 32,399,652



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため財務諸表等規則第121条に基づき記載を省略した。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主な内訳 

建設仮勘定………当期に増加した主なものは粉末冶金関係であり、大半は当期中に機械及び装置に振替えられた。その

主な内訳は上記のとおりである。 

２ 当期減少額の主な内訳 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 8,176 28 24 8,180 5,108 228 3,072

 構築物 1,118 9 7 1,121 923 26 197

 機械及び装置 25,174 2,269 302 27,141 21,556 1,330 5,585

 車両運搬具 61 6 2 65 57 3 8

 工具器具備品 4,097 402 220 4,280 3,700 369 579

 土地 1,909 ― ― 1,909 ― ― 1,909

 建設仮勘定 828 2,689 2,749 768 ― ― 768

有形固定資産計 41,367 5,406 3,307 43,466 31,345 1,959 12,120

無形固定資産       

 ソフトウェア 291 28 ― 320 177 43 142

 施設利用権 114 ― ― 114 99 1 15

無形固定資産計 405 28 ― 434 277 44 157

長期前払費用 101 ― 6 95 48 30 46

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械及び装置…… 粉末冶金製品製造設備 1,642百万円

  化成品製造設備 277百万円

工具器具備品…… 粉末冶金製品製造用金型 226百万円

機械及び装置…… 粉末冶金製品製造設備 279百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、84,479株である。 

２ 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 

３ 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等である。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円)(注)１ 4,434 ― ― 4,434

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注)１ (株) (32,473,696) (―) (―) (32,473,696)

普通株式 (百万円) 4,434 ― ― 4,434

計 (株) (32,473,696) (―) (―) (32,473,696)

計 (百万円) 4,434 ― ― 4,434

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 (百万円)   

 合併差益 (百万円) 32 ― ― 32

 株式払込剰余金 (百万円) 3,761 ― ― 3,761

その他資本剰余金 (百万円)   

 自己株式処分差益 (百万円) 0 ― ― 0

計 (百万円) 3,794 ― ― 3,794

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 547 ― ― 547

任意積立金 (百万円)   

 固定資産圧縮 
 積立金(注)２ 

(百万円) 156 ― 12 144

 別途積立金(注)３ (百万円) 11,700 750 ― 12,450

計 (百万円) 12,403 750 12 13,141

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 58 46 ― 58 46 

役員退職慰労引当金 298 32 42 ― 287 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)受取手形 

ａ 主要相手先明細 

  

  

ｂ 残高の期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

普通預金 748

定期預金 12

小計 760

合計 760

相手先 金額(百万円)

協立機電工業㈱ 386

三菱電機㈱ 73

㈱日立ハイテクノロジーズ 34

㈱村上開明堂 22

塩見㈱ 18

その他 200

合計 734

期日 金額(百万円)

平成18年４月 361 

平成18年５月 54 

平成18年６月 302 

平成18年７月 16 

合計 734 



(ハ)売掛金 

ａ 主要相手先明細 
  

  

ｂ 滞留及び回収状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記の当期計上高には消費税等が含まれている。 

  

(ニ)たな卸資産 

ａ 製品の明細 
  

  

相手先 金額(百万円)

新興電気㈱ 634

関東商事㈱ 420

川崎重工業㈱ 400

本田技研工業㈱ 317

天方産業㈱ 286

その他 3,786

合計 5,847

前期末売掛金 
残高(Ａ) 
  

(百万円) 

当期計上高 
(Ｂ) 
  

(百万円) 

当期回収高
(Ｃ) 
  

(百万円) 

当期末売掛金
残高(Ｄ) 
  

(百万円) 

回収率(％)
  
Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留率(％) 
  
Ｄ 
Ｂ 

6,221 36,446 36,821 5,847 86.3 16.0

区分 金額(百万円)

粉末冶金製品部門 712

 (機械部品) (662)

 (軸受) (49)

化成品部門 109

 (化成品) (100)

 (リボン) (8)

組立品部門 1

合計 823



ｂ 原材料の明細 
  

  

ｃ 仕掛品の明細 
  

  

ｄ 貯蔵品の明細 
  

  

区分 金額(百万円)

銅粉 5

鉄粉 25

黒鉛 16

ニッケル粉 30

薬品類 15

その他 41

合計 136

区分 金額(百万円)

粉末冶金製品部門 628

 (機械部品) (584)

 (軸受) (43)

化成品部門 91

 (化成品) (78)

 (リボン) (13)

組立品部門 93

その他 184

合計 998

区分 金額(百万円)

修理部品 129

その他 85

合計 214



(ホ)未収入金 

  

  

② 固定資産 

(イ)関係会社株式 
  

  

(ロ)長期前払年金費用 
  

  

③ 流動負債 

買掛金 

  

  

区分 金額(百万円)

マルイアドバンス㈱ 326

㈱富士精機製作所 237

㈱エムイーシー 198

㈱ニッカコーティング 157

三実精工㈱ 108

その他 853

合計 1,882

区分 金額(百万円)

関東商事㈱ 21

㈱エムイーシー 10

Hitachi Powdered Metals (Singapore) Pte. Ltd. 649

Sintering Technologies, Inc. 2,183

合計 2,863

区分 金額(百万円)

長期前払年金費用(確定給付企業年金) 2,266

区分 金額(百万円)

マルイアドバンス㈱ 305

伊藤忠商事㈱ 300

㈱エムイーシー 248

㈱富士精機製作所 238

㈱ニッカコーティング 175

その他 2,696

合計 3,965



④ 固定負債 

退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 金額(百万円)

退職給付債務 8,744

未認識過去勤務債務 53

未認識数理計算上の差異 △398

年金資産 △8,716

前払年金費用 2,266

合計 1,949



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
1,000株券、10,000株券、100,000株券及び1,000,000株券並びに当会社が特に必要を
認めた株式数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

 取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル) 東京証券代行株式会社 本店 

 株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社

 取次所 東京証券代行株式会社取次所

 名義書換手数料 無料 

 新券交付手数料 
 (１枚につき) 

印紙税相当額に発行に要する費用を加算した額

単元未満株式の 
買取り・買増し 

  

 取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル) 東京証券代行株式会社 本店 

 株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社

 取次所 東京証券代行株式会社取次所

 買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載してこれを行う。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等は、継続開示会社である。 

  

２ 【その他の参考情報】 

事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第44期)(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月27日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

(第45期中)(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月26日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９号(代表執行役の異動)の規定に基づく臨時報告書を平成18年２

月27日関東財務局長に提出 

  

親会社等の名称 

  

株式会社日立製作所  株式会社東京証券取引所市場第一部、株式会社大阪証券取

引所、株式会社名古屋証券取引所、証券会員制法人福岡証

券取引所、証券会員制法人札幌証券取引所、ルクセンブル

グ証券取引所、フランクフルト証券取引所、ユーロネクス

ト・アムステルダム証券取引所、ユーロネクスト・パリ証

券取引所、ニューヨーク証券取引所に上場 

  
日立化成工業株式会社 株式会社東京証券取引所市場第一部、株式会社大阪証券取

引所に上場 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月27日

日立粉末冶金株式会社 

執行役社長 平野 嘉男 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立粉

末冶金株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

立粉末冶金株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  平  山  直  充  ㊞ 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  辻     幸  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月26日

日立粉末冶金株式会社 

執行役社長 藤波 弘 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立粉

末冶金株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

立粉末冶金株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  辻     幸  一  ㊞ 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  福  井     聡  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月27日

日立粉末冶金株式会社 

執行役社長 平野 嘉男 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立粉

末冶金株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立粉

末冶金株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  
  

新日本監査法人 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  平  山  直  充  ㊞ 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  辻     幸  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月26日

日立粉末冶金株式会社 

執行役社長 藤波 弘 殿 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立粉

末冶金株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立粉

末冶金株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  
  

新日本監査法人 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  辻     幸  一  ㊞ 

 指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  福  井     聡  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 
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